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『被災地における障がい者、移動制約者への移動送迎支援活動基金』実施要項 

 

制定：２０１４年６月１日／施行：２０１４年７月１日 

 

１．基金の名称： 

  『被災地における障がい者、移動制約者への移動送迎支援活動基金』 

 

２．基金の規模： 

  目標 1,000万円。 

 

３．基金の目的： 

  東日本大震災の日から、3 年目の節目の年を迎えている。しかし 2014 年 3 月 11 日に発表され

た東日本大震災・被災状況によると、死者が 15,884人、行方不明者 2,633人、震災関連死 2,916

人という甚大なものであり、今も被災地では避難者が 267,419人、仮設住宅には約 10万 4千人が

不便で不安な生活を強いられているという。また災害公営住宅は予定の 9％（2,347 戸）、自立再

建者向け宅地計画も予定の 6％（1388 戸）にとどまっており、こうした政策の遅れが、被災地に

おける障がい者、移動制約者への“移動手段の確保”を、さらに困難な状態に押しやっている。 

  東日本大震災は、またしても被災地での支援活動において“移動手段の確保”が極めて重要である

ことを、現実の課題として示すこととなった。それは被災地支援では「衣・食・住の確保」が大切

となるが、公共交通が充分に機能しない中での“移動手段の確保”の重要性が、被災地での 3年間に

およぶ移動送迎支援活動を通して、今改めて、課題として整理されなければならない時期を迎えて

いる。 

 「被災地における障がい者、移動制約者への移動送迎支援活動基金」は、東日本大震災以降の被

災地におけるさまざまな支援活動を通して明らかになった課題を解決するとともに、今後、新た

な自然災害が発生した時に、移動制約者が少しでも困難を回避することができるようにと設立す

るものである。 

 

４．基金事業の内容： 

  被災地での連絡事務所の設置とニーズ調査・課題の整理によって、障がい者、移動制約者への

移動手段の確保のための移動送迎支援活動が、地元スタッフの育成も含めて、長期的に拠点を維

持していくために、「基金」を設立して財政面で活動を支援していく。 

  また 2011年東日本大震災以降も、各地で自然災害によって障がい者、移動制約者が、生活移動

の手段が奪われるという深刻な事態も生起しており、被災地支援での初動に必要な移動送迎支援

活動のノウハウを活かしていくためにも、この「基金」を運用するものとする。 

 

（基金事業の概要） 

①拠点（被災現地・連絡事務所）と福祉車両、及び運転手のコーディネートの確保。 

②被災地でのニーズ調査と課題の整理。 

③運転協力者の広範な募集とスタッフの育成。 

④道路運送法、特区制度などの点検と整備。 

⑤情報発信と「基金」呼びかけによる財政面の確立。 
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５．基金事業の運用方法： 

 

(1)基金の適正かつ有効な運用を図るため、「基金運営委員会」を設置する。 

 

(2)第 1期の基金運営委員（10名程度）は以下のメンバーとし、任期は 2年で、再任は妨げない。 

 ■       （            ）【委員長】 

 ■       （            ）【副委員長】 

 ■       （            ） 

 ■       （            ） 

 ■       （            ） 

 ■       （            ） 

 ■       （            ） 

 ■       （            ） 

 ■       （            ） 

 ■       （            ）【会計】 

 

(3)適宜、必要な時期に「基金運営委員会」を開催し、議事録を作成して補完する。 

 「基金運営委員会」の成立、議案の合議・執行決定には、過半数の合意を要する。 

 

(4)「基金運営委員会」には、必要に応じて委員以外の者を出席させることができる。 

 

(5)基金の運用状況は、各年度毎の「基金事業実施状況報告」（当該基金事業における取組報告書・収

支報告書をともなった基金実施報告書）として、基金事業の執行状態を公開する。 

 

６．基金事業の広報と協力団体 

 本「被災地における障がい者、移動制約者への移動送迎支援活動基金」を支える団体として、“認

定ＮＰＯ法人 ゆめ風基金”“ＮＰＯ法人 全国移動サービスネットワーク”“関西ＳＴＳ連絡会”等に協力

をあおぎ、パンフレット、ホームページなどによる基金事業の周知や、基金の拡充を図ることとす

る。 

※当面の間、本「基金事業」の問い合わせ先は、下記の 2団体に置く。 

■認定ＮＰＯ法人 ゆめ風基金 

TEL:06-6324-7702 FAX:06-6321-5662 E-mail：yumekaze @nifty.com 

■関西ＳＴＳ連絡会 

TEL/FAX：06-4396-9189 E-mail：k-sts@e-sora.net 

 

７．付則 

 この要綱に定めるもののほか、基金事業の運営について必要な案件が生じた場合は、委員長が運

営委員会に諮って定める。 


